
（資料５）

平成１７年度外務省ＯＤＡ予算（政府案）

外　  務  　省

平 成 16 年 度 平 成 17 年 度

予算額 ( 伸  率 ) 政府案 ( 伸  率 )

政府全体 8,169 億円 ( △ 4.8 % ) 7,862 億円 ( △ 3.8 % )

外務省 5,001 億円 ( △ 3.2 % ) 4,881 億円 ( △ 2.4 % )

無償資金協力 1,821 億円 ( △ 3.9 % ) 1,765 億円 ( △ 3.1 % )

ＪＩＣＡ 1,612 億円 ( △ 1.7 % ) 1,601 億円 ( △ 0.7 % )

ＪＢＩＣ交付金 300 億円 ( 0.0 % ) 300 億円 ( 0.0 % )

国際機関 615 億円 ( △ 6.9 % ) 579 億円 ( △ 5.8 % )

援助活動支援等 653 億円 ( △ 2.6 % ) 636 億円 ( △ 2.6 % )

財務省 2,199 億円 ( △ 7.4 % ) 2,041 億円 ( △ 7.2 % )

うち　ＪＢＩＣ出資金 1,866 億円 ( △ 6.8 % ) 1,744 億円 ( △ 6.5 % )

その他府省 969 億円 ( △ 6.6 % ) 940 億円 ( △ 2.9 % )

※

１． 効率化・合理化に努めつつ、ＯＤＡ予算の削減率を圧縮

－ 政 府 ＯＤＡ ：△ 3.8%（ ←△ 4.8%：16年度 ←△ 5.8%：15年度）

－ 外務省ＯＤＡ：△ 2.4%（ ←△ 3.2%：16年度 ←△ 4.2%：15年度)

２． ＪＩＣＡ（国際協力機構）

－

３． 平和の構築・定着を支えるＯＤＡの戦略的実施

－

－ 対人地雷対策無償： 30億円（前年度同額）

－ このほか、16年度補正予算に中東和平支援のため経費 66 億円を計上。

４． 「人間の安全保障」の推進とミレニアム開発目標達成への貢献

－

－

－

５． 経費の合理化・効率化を図りつつ、ＯＤＡ実施体制を強化

－ ＮＧＯとの連携： 33億円（ 1.7%増）（ＮＧＯ専門調査員：10名→13名、相談員：15団体→17団体）

－ ＯＤＡ現地タスクフォース：ワークショップ開催経費等を強化（ 5ヶ国→ 8ヶ国）

－ ODA広報と国民参加：ODA民間モニターの拡充（ 60名→ 90名）

－

－ 評価の拡充： 28件→ 29件

このほかＯＤＡ予算として、世界エイズ・結核・マラリア対策基金拠出金 69 億円、中東和平支援 66
億円、クメール・ルージュ裁判拠出金 20 億円の合計 155 億円を１６年度補正予算案にて計上。

昨年度大幅に増額した緊急無償及び紛争予防・平和構築無償についてその規模を維持。

業務の効率化・合理化：△ 26 億円、　政策増： 15億円（平和の構築・定着支援、「人間の安全保障」
の推進など）

人材育成：国際高等教育機構（FASID）の研修コースを拡充（ 13コース→ 17コース）

世界エイズ・結核・マラリア対策基金拠出金： 20億円（△ 1.7%：このほか、16年度補正予算に 69億円
を計上）、　人間の安全保障基金拠出金： 27億円（△ 11.0%）

　緊急無償（復興開発支援分）：268億円（0.5%増：前年度 163.9%増）、　紛争予防・平和構築無償：
165億円（△ 0.3%：前年度 37.9%増）

子どもの福祉無償：150億円（ 305.4%増）、　感染症対策無償：115億円( 4.5%増)、　水資源・環境無
償： 235億円( 2.2%増)

草の根・人間の安全保障無償： 140億円(△ 6.7%)、　草の根・人間の安全保障無償に関わる調査員
謝金： 10億円（ 254.6%増、71名→270名）



（単位：百万円、％）

１６年度 １７年度

予算額 政府案 増減額 伸率

外務省ＯＤＡ予算計 500,065 488,063 ▲12,002 ▲2.4

１．国際協力機構（ＪＩＣＡ） 161,206 160,077 ▲1,129 ▲0.7

２．無償資金協力 182,100 176,522 ▲5,578 ▲3.1

経済開発等援助費 182,100 176,522 ▲5,578 ▲3.1

（イ） 一般無償 126,646 121,830 ▲4,816 ▲3.8

・ 一般プロジェクト無償 78,400 75,480 ▲2,920 ▲3.7

うち 感染症対策無償 11,000 11,500 500 4.5

うち 水資源・環境無償 23,000 23,500 500 2.2

うち 対人地雷対策無償 3,000 3,000 0 0.0

うち 子どもの福祉無償 3,700 15,000 11,300 305.4

・ ノン・プロジェクト無償 27,046 25,500 ▲1,546 ▲5.7

うち 紛争予防・平和構築無償 16,546 16,500 ▲46 ▲0.3

・ 草の根・人間の安全保障無償 15,000 14,000 ▲1,000 ▲6.7

・ 日本ＮＧＯ支援無償 2,700 2,850 150 5.6

・ 留学研究支援無償 3,500 4,000 500 14.3

うち 留学生支援無償 3,000 3,500 500 16.7

（ロ） 水産無償 6,000 5,600 ▲400 ▲6.7

（ハ） 文化無償 2,350 2,370 20 0.9

（ニ） 緊急無償 31,656 30,798 ▲858 ▲2.7

うち 復興開発支援分 26,656 26,798 142 0.5

（ホ） 食糧援助 10,444 10,920 476 4.6

（ヘ） 貧困農民支援 5,004 5,004 0 0.0

３．国際協力銀行（ＪＢＩＣ） 30,000 30,000 0 0.0

４．国際機関への出資・拠出 61,489 57,913 ▲3,576 ▲5.8

うち 国連開発基金(UNDP)拠出金（コアファンド） 9,545 8,820 ▲725 ▲7.6

うち 国連児童基金(UNICEF)拠出金 2,673 2,530 ▲143 ▲5.3

うち 人間の安全保障基金拠出金 3,000 2,670 ▲330 ▲11.0

５．援助活動支援等 65,270 63,551 ▲1,719 ▲2.6

うち 283 1,002 719 254.6

うち ＮＧＯ関連事務費 472 379 ▲92 ▲19.5

（注） 四捨五入の関係上合計に不一致あり。

平成１７年度外務省ＯＤＡ一般会計予算（政府案）概要

区　　　　　　　　　分

草の根・人間の安全保障無償に関わる調査員謝金



平成１７年度ＯＤＡ予算（政府案）

（政府全体の省庁別一般会計予算）

平成１７年１月　

（単位：百万円、％）

　　 平成１６年度 平成１７年度

予算額 政府案 増減額 伸率

内 閣 本 府 71 57 ▲ 13 ▲ 18.8

警 察 庁 37 32 ▲ 4 ▲ 12.1

金 融 庁 118 110 ▲ 8 ▲ 7.0

総 務 省 923 957 33 3.6

法 務 省 395 391 ▲ 4 ▲ 0.9

外 務 省 500,065 488,063 ▲ 12,002 ▲ 2.4

財 務 省 219,912 204,101 ▲ 15,811 ▲ 7.2

文 部 科 学 省 44,274 43,809 ▲ 465 ▲ 1.1

厚 生 労 働 省 10,473 10,006 ▲ 467 ▲ 4.5

農 林 水 産 省 5,479 5,246 ▲ 232 ▲ 4.2

経 済 産 業 省 33,602 32,118 ▲ 1,484 ▲ 4.4

国 土 交 通 省 1,072 926 ▲ 146 ▲ 13.6

環 境 省 445 383 ▲ 62 ▲ 13.9

計 816,864 786,198 ▲30,666 ▲ 3.8

（注）四捨五入の関係上合計に不一致あり。



平成１７年度ＯＤＡ予算（政府案）

（政府全体の省庁別事業予算）

平成１７年１月　

（単位：百万円、％）

　　 平成１６年度 平成１７年度

予算額 政府案 増減額 伸率

内 閣 本 府 71 57 ▲ 13 ▲ 18.8

警 察 庁 37 32 ▲ 4 ▲ 12.1

金 融 庁 118 110 ▲ 8 ▲ 7.0

総 務 省 923 957 33 3.6

法 務 省 395 391 ▲ 4 ▲ 0.9

外 務 省 502,636 490,340 ▲ 12,296 ▲ 2.4

財 務 省 869,374 868,978 ▲ 396 ▲ 0.0

文 部 科 学 省 44,274 43,809 ▲ 465 ▲ 1.1

厚 生 労 働 省 12,170 11,782 ▲ 388 ▲ 3.2

農 林 水 産 省 17,383 15,698 ▲ 1,684 ▲ 9.7

経 済 産 業 省 33,801 32,318 ▲ 1,482 ▲ 4.4

国 土 交 通 省 1,072 926 ▲ 146 ▲ 13.6

環 境 省 445 383 ▲ 62 ▲ 13.9

計 （ 事 業 規 模 ） 1,482,696 1,465,780 ▲ 16,916 ▲ 1.1

　（参考）回収金 ▲ 422,033 ▲ 458,014

　　　　ネ ッ ト 1,060,664 1,007,766 ▲ 52,898 ▲ 5.0

（注）四捨五入の関係上合計に不一致あり。

　※　ＯＤＡ事業予算には、上記のほか特殊法人等から独立行政法人化された

　　　機関が行う事業が見込まれる。



平成１７年度ＯＤＡ予算（政府案）
（政府全体の形態別一般会計予算）

平成17年1月　
（単位：億円，％）

区　　　　　　分 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

予 算 額 増 減 額 伸 率 予 算 額 増 減 額 伸 率 政 府 案 増 減 額 伸 率

Ⅰ　　贈　　　　　与 6,575 ▲341 ▲4.9 6,303 ▲272 ▲4.1 6,118 ▲185 ▲2.9

　１.二国間贈与 5,476 ▲260 ▲4.5 5,279 ▲196 ▲3.6 5,173 ▲107 ▲2.0

　  (1)経済開発等援助 1,736 ▲350 ▲16.8 1,667 ▲70 ▲4.0 1,765 99 5.9

　  (2)食糧増産等援助 159 ▲76 ▲32.5 154 ▲4 ▲2.6 0 ▲154 皆減

    (3)貿易再保険特会繰入 53 ▲18 ▲25.0 40 ▲13 ▲23.8 20 ▲20 ▲50.0

    (4)国際協力銀行交付金 300 300 皆増 300 0 0.0 300 0 0.0

　　(5)技術協力等　　　　　 3,228 ▲117 ▲3.5 3,118 ▲110 ▲3.4 3,087 ▲31 ▲1.0

　２.国際機関への出資・拠出 1,099 ▲81 ▲6.8 1,023 ▲76 ▲6.9 945 ▲78 ▲7.6

　　(1)国連等諸機関 745 ▲20 ▲2.6 709 ▲36 ▲4.8 668 ▲41 ▲5.7

　　(2)国際開発金融機関 354 ▲61 ▲14.6 315 ▲40 ▲11.2 277 ▲37 ▲11.8

　

Ⅱ　　借　　　　　款　　 2,003 ▲188 ▲8.6 1,866 ▲137 ▲6.8 1,744 ▲122 ▲6.5

　　   国際協力銀行 2,003 ▲188 ▲8.6 1,866 ▲137 ▲6.8 1,744 ▲122 ▲6.5

Ⅲ　　　　　計 8,578 ▲529 ▲5.8 8,169 ▲409 ▲4.8 7,862 ▲307 ▲3.8

（注）四捨五入の関係上合計に不一致あり。



平成１７年度ＯＤＡ予算（政府案）
（政府全体の形態別事業予算）

平成17年1月　
（単位：億円，％）

区　　　　　分 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

予 算 額 増 減 額 伸 率 予 算 額 増 減 額 伸 率 政 府 案 増 減 額 伸 率

Ⅰ　　贈　　　　　与 8,067 ▲ 699 ▲8.0 7,700 ▲ 367 ▲4.5 7,649 ▲ 52 ▲0.7

　１.二国間贈与 5,589 ▲ 404 ▲6.7 5,295 ▲ 294 ▲5.3 5,189 ▲ 106 ▲2.0

　  (1)経済開発等援助 1,736 ▲ 350 ▲16.8 1,667 ▲ 70 ▲4.0 1,765 99 5.9

  　(2)食糧増産等援助 159 ▲ 76 ▲32.5 154 ▲ 4 ▲2.6 0 ▲ 154 皆減

    (3)貿易再保険特会繰入 53 ▲18 ▲25.0 40 ▲13 ▲23.8 20 ▲20 ▲50.0

    (4)国際協力銀行交付金 300 300 皆増 300 0 0.0 300 0 0.0

　　(5)技術協力等　　　　　 3,341 ▲ 260 ▲7.2 3,134 ▲ 207 ▲6.2 3,104 ▲ 30 ▲1.0

　２.国際機関への出資・拠出 2,479 ▲ 295 ▲10.6 2,405 ▲ 73 ▲3.0 2,460 54 2.3

　　(1)国連等諸機関 748 ▲ 20 ▲2.6 712 ▲ 36 ▲4.8 689 ▲ 22 ▲3.2

　　(2)国際開発金融機関 1,731 ▲ 275 ▲13.7 1,693 ▲ 37 ▲2.2 1,770 77 4.5

Ⅱ　　借　　　　　款　　 7,531 ▲ 277 ▲3.5 7,126 ▲ 405 ▲5.4 7,009 ▲ 117 ▲1.6

　　(1)国際協力銀行 7,400 ▲ 200 ▲2.6 7,000 ▲ 400 ▲5.4 6,900 ▲ 100 ▲1.4

　　(2)その他 131 ▲ 77 ▲36.9 126 ▲ 5 ▲3.5 109 ▲ 17 ▲13.8

Ⅲ　　　計（事業規模） 15,598 ▲ 976 ▲5.9 14,827 ▲ 771 ▲4.9 14,658 ▲ 169 ▲1.1

　　（参考）回　収　金 ▲4,028 ▲4,220 ▲4,580

　　　　　　 ネ  ッ  ト 11,570 ▲1,203 ▲9.4 10,607 ▲964 ▲8.3 10,078 ▲529 ▲5.0

（注）四捨五入の関係上合計に不一致あり。

※　ＯＤＡ事業予算には、上記のほか特殊法人等から独立行政法人化された機関が行う事業が見込まれる。
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